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（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ない。 

２．売上高には、消費税等は含まれていない。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益は、潜在株式が存在しないため記載していない。 

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第38期

第２四半期 
連結累計期間

第39期
第２四半期 
連結累計期間

第38期
第２四半期 
連結会計期間

第39期 
第２四半期 
連結会計期間 

第38期

会計期間 

自 平成21年
４月１日

至 平成21年
９月30日

自 平成22年
４月１日

至 平成22年
９月30日

自 平成21年
７月１日

至 平成21年
９月30日

自 平成22年 
７月１日 

至 平成22年 
９月30日 

自 平成21年
４月１日

至 平成22年
３月31日

売上高 （百万円）  86,366  82,845  49,611  47,729  162,501

経常利益 （百万円）  12,562  8,357  11,252  8,170  13,659

四半期（当期）純利益 （百万円）  8,195  6,356  7,349  6,176  8,950

純資産額 （百万円） － －  119,454  124,698  119,651

総資産額 （百万円） － －  367,429  369,623  365,299

１株当たり純資産額 （円） － －  6,764.84  7,105.18  6,788.48

１株当たり 

四半期（当期）純利益 
（円）  468.77  363.81  420.40  353.53  512.04

潜在株式調整後１株当たり 

四半期（当期）純利益 
（円）  －  －  －  －  －

自己資本比率 （％） － －  32.2  33.6  32.5

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円）  17,982  10,348 － －  39,081

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円）  △12,942  △12,160 － －  △30,442

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円）  △8,177  △95 － －  △10,197

現金及び現金同等物の 

四半期末（期末）残高 
（百万円） － －  11,189  9,299  11,207

従業員数 （人） － －  2,586  2,541  2,495
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 当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はない。 

 また、主要な関係会社に異動はない。 

  

 当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。 

  

(1）連結会社の状況 

 （注） 「従業員数」は就業人員で、正社員、受入出向者を表し、臨時従業員数は（ ）内に当第２四半期連結会計期

間の平均人員を外数で記載している。 

  

(2）提出会社の状況 

 （注） 「従業員数」は就業人員で、正社員、受入出向者を表し、臨時従業員数は（ ）内に当第２四半期会計期間の

平均人員を外数で記載している。 

  

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成22年９月30日現在

従業員数（人）      （ ） 2,541 582

  平成22年９月30日現在

従業員数（人）      （ ） 1,529 79
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 当社グループの主たる事業である電気事業セグメントのみを記載している。 

 なお、電気事業について、電力需要が夏季にピークを迎えることから、四半期の業績に季節的変動がある。  

(1）需給実績 

 （注）１．販売電力量の中には、建設工事用電力及び事業用電力（当第２四半期連結会計期間 3,337千kWh）を含んで

いる。 

  

(2）販売実績 

(A）契約高 

 （注） 本表には、特定規模需要を含む。 

  

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

種別 
当第２四半期連結会計期間
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日） 

前年同四半期比（％）

発受電電力量     

自社火力発電電力量（千ｋＷｈ）  2,085,784  100.0

他社受電電力量（千ｋＷｈ）       544,279       91.9

揚水発電所の揚水用電力量 

（千ｋＷｈ） 
      △16,153       114.5

合計（千ｋＷｈ）       2,613,910       98.1

損失電力量（千ｋＷｈ）       319,590       98.7

販売電力量（千ｋＷｈ）       2,294,320       98.0

自社発電所利用率（％）       49.1       －

２．自社発電所利用率  ＝ 
自社発電電力量 

自社発電所認可最大出力×暦時間数 

  平成22年９月30日現在 前年同四半期比（％）

契約口数 

電灯       773,855  101.4

電力       63,953  99.0

計       837,808  101.2

契約電力（千kW） 

電灯     －  －

電力       1,667  100.4

計       －  －
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(B）販売電力量及び料金収入 

 （注）１．本表には、特定規模需要を含む。 

２．上記料金には、消費税等は含まれていない。 

  

(C）産業別（大口電力）需要実績 

 （注） 特定規模需要を含む。 

  

種別 
当第２四半期連結会計期間
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日） 

 前年同四半期比（％）

販売電力量（百万kWh） 

電灯       895  97.6

電力       1,399  98.3

計       2,294  98.0

料金収入（百万円） 

電灯       21,542  96.6

電力       24,221  98.8

計       45,763  97.8

種別 

当第２四半期連結会計期間
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日）  前年同四半期比（％）

販売電力量（百万kWh）

  鉱工業        

    鉱業      1  96.5

    製造業        

    食料品       30  101.2

    パルプ・紙・紙加工品      1  93.8

    化学工業       5  94.5

    石油製品・石炭製品       12  100.1

    窯業土石       12  80.0

    鉄鋼業       30  109.8

    非鉄金属      1  94.8

    その他       6  111.9

    計       97  100.4

  計       98  100.4

  その他        

  鉄道業       3  100.3

  その他       132  95.2

  計       135  95.3

合計          233  97.4
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当第２四半期連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はない。 

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等はない。 

(1）業績の状況 

当第２四半期連結会計期間における沖縄県経済は、総じてみると厳しい状況が続いているものの、政策効果に伴

う個人消費の下支えに加え、高校総体の沖縄開催などから観光関連を中心に、一部持ち直しの動きがみられる。 

このような状況の中で、当第２四半期連結会計期間の収支については、収入面では、電気事業において販売電力

量の減少により電灯電力料が減少したことや、連結子会社の異動の影響、公共工事の減少などにより、売上高（営

業収益）は前年同期に比べ18億81百万円減（3.8％減）の477億29百万円となった。 

一方、支出面では、連結子会社の異動の影響による減少はあったものの、電気事業において燃料費や他社購入電

力料の増加に加え、環境関連費用が増加したことなどにより、営業費用は前年同期に比べ13億37百万円増（3.6％

増）の386億51百万円となった。 

以上の結果、営業利益は32億18百万円減（26.2％減）の90億78百万円となった。 

また、営業外損益を含めた経常利益については、前年同期に比べ30億82百万円減（27.4％減）の81億70百万円、

四半期純利益は11億72百万円減（16.0％減）の61億76百万円となった。 

なお、当社グループの主たる事業である電気事業において、電力需要が夏季にピークを迎えることや、発電所の

修繕工事の完了時期による影響を受けることなどにより、四半期の業績に季節的変動がある。 

セグメントの業績は、次のとおりである。 

①電気事業 

当第２四半期連結会計期間の販売電力量は、電灯や業務用電力においてお客さま数の増加があったものの、気温

が前年より低く推移した影響に加え、海水淡水化施設が前年に高稼働だったことによる反動減があったことなどに

より、電灯、電力ともに前年同期を下回った。 

この結果、販売電力量は前年同期に比べ2.0％減の22億94百万kWhとなった。 

「電気事業」の売上高は、販売電力量の減少などにより、459億90百万円となった。 

一方、営業費用は、燃料費や他社購入電力料の増加に加え、環境関連費用が増加したことなどにより、370億20

百万円となった。 

その結果、営業利益は89億69百万円となった。 

②その他 

「その他」については、連結子会社の異動の影響、公共工事の減少があったものの、電気事業向け工事の受注増

などから、売上高は91億92百万円、営業費用は90億29百万円となった。 

その結果、営業利益は１億63百万円となった。 

(2）キャッシュ・フローの状況 

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純利益の減少、仕入債務の減少に伴う支出の増加な

どにより、前年同期に比べ、19億53百万円減（12.1％減）の141億79百万円の収入となった。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、投融資による支出の減少などにより、前年同期に比べ15億89百万円減

（21.4％減）の58億52百万円の支出となった。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、借入金の返済などにより、前年同期に比べ10億78百万円増（13.3％増）

の91億93百万円の支出となった。 

以上の結果、現金及び現金同等物の当第２四半期連結会計期間末残高は、第１四半期連結会計期間末に比べ８億

67百万円減（8.5％減）の92億99百万円となった。 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はない。 

(4）研究開発活動 

当第２四半期連結会計期間における研究開発費総額は２億23百万円である。 

なお、当第２四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はない。 

※研究開発費総額には、内部取引を考慮していない。 

２【事業等のリスク】

３【経営上の重要な契約等】

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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(1）主要な設備の状況 

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。 

  

(2）設備の新設、除却等の計画 

当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除却等につ

いて重要な変更はない。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却及び売却の計画はない。 

第３【設備の状況】
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①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

該当事項はない。 

  

該当事項はない。 

  

該当事項はない。 

  

  

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  30,000,000

計  30,000,000

種類 
第２四半期会計期間末 
現在発行数（株） 

（平成22年９月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成22年11月11日） 

上場金融商品取引所名 
又は登録認可金融商品 

取引業協会名 
内容

普通株式  17,524,723  17,524,723

東京証券取引所 

（市場第一部） 

福岡証券取引所 

単元株式数 100株 

計  17,524,723  17,524,723 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（株） 

発行済株式
総数残高 
（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金 
増減額 

（百万円） 

資本準備金
残高 

（百万円） 

平成22年７月１日～ 

平成22年９月30日 
 －  17,524,723  －  7,586  －  7,141
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 （注）日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社および日本マスタートラスト信託銀行株式会社は、全数が信託業務

    に係るものである。 

（６）【大株主の状況】

  平成22年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

 日本トラスティ・サービス信託銀行 

 株式会社 
 東京都中央区晴海一丁目８番11号  2,166  12.36

 沖縄県知事  沖縄県那覇市泉崎一丁目２番２号  870  4.97

 株式会社琉球銀行  沖縄県那覇市久茂地一丁目11番１号  841  4.80

 株式会社沖縄銀行  沖縄県那覇市久茂地三丁目10番１号  837  4.78

 日本マスタートラスト信託銀行 

 株式会社 
 東京都港区浜松町二丁目11番３号  803  4.58

 沖縄電力社員持株会  沖縄県浦添市牧港五丁目２番１号  596  3.41

 第一生命保険株式会社 

 （常任代理人 資産管理サービス 

   信託銀行株式会社） 

 東京都千代田区有楽町一丁目13番１号 

 （東京都中央区晴海一丁目８番12号晴海 

  アイランドトリトンスクエアオフィス 

タワーＺ棟） 

 517  2.95

 日本生命保険相互会社 
 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 

 日本生命証券管理部内 
 486  2.78

 株式会社みずほコーポレート銀行 

 （常任代理人 資産管理サービス 

   信託銀行株式会社） 

 東京都千代田区丸の内一丁目３番３号 

 （東京都中央区晴海一丁目８番12号晴海 

アイランドトリトンスクエアオフィス 

タワーＺ棟） 

 413  2.36

 明治安田生命保険相互会社 

（常任代理人 資産管理サービス 

  信託銀行株式会社） 

 東京都千代田区丸の内二丁目１番１号 

 （東京都中央区晴海一丁目８番12号晴海 

アイランドトリトンスクエアオフィス 

タワーＺ棟）  

 321  1.84

計 －  7,855  44.83
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①【発行済株式】 

 （注）１．「完全議決権株式（自己株式等）」欄は全て当社所有の自己株式である。 

２．「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が700株（議決権の数７個）含まれ

ている。 

  

②【自己株式等】 

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所（市場第一部）によるものである。 

  

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はない。 

  

（７）【議決権の状況】

  平成22年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式       52,700 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  17,311,200  173,112 － 

単元未満株式 普通株式      160,823 － 1単元（100株）未満の株式

発行済株式総数  17,524,723 － － 

総株主の議決権 －  173,112 － 

  平成22年９月30日現在

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義

所有株式数 
（株） 

他人名義
所有株式数 
（株） 

所有株式数 
の合計 
（株） 

発行済株式総数に対す
る所有株式数の割合 

（％） 

沖縄電力株式会社 
沖縄県浦添市牧港 

五丁目２番１号 
 52,700 －  52,700  0.30

計 －  52,700 －  52,700  0.30

２【株価の推移】

月別 平成22年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円）  5,330  5,360  4,765  4,655  4,500  4,465

最低（円）  4,845  4,680  4,370  4,405  4,230  3,870

３【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に準拠し、「電気事業会計規則」（昭和40年通商産業省令第

57号）に準じて作成している。 

 なお、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に準拠し、改正前の電気事業

会計規則に準じ、当第２四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第２四半期連結

累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に準拠し、改正後の

電気事業会計規則に準じて作成している。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から

平成21年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第２四半期

連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について有限責任監査法人

トーマツによる四半期レビューを受けている。 

  

第５【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
 （１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
連結貸借対照表 

(平成22年３月31日) 

資産の部   

固定資産 335,778 334,968

電気事業固定資産 ※1, ※2  248,532 ※1, ※2  254,937

汽力発電設備 69,678 72,878

内燃力発電設備 10,982 11,531

送電設備 53,554 55,292

変電設備 31,071 31,778

配電設備 69,458 69,827

業務設備 13,242 13,084

その他の電気事業固定資産 545 545

その他の固定資産 ※1, ※2  17,969 ※1, ※2  18,545

固定資産仮勘定 46,412 38,771

建設仮勘定 46,412 38,763

除却仮勘定 0 7

投資その他の資産 22,863 22,714

長期投資 9,699 10,527

繰延税金資産 11,621 10,638

その他 1,792 1,846

貸倒引当金（貸方） △249 △298

流動資産 33,844 30,330

現金及び預金 9,919 11,647

受取手形及び売掛金 9,073 6,341

たな卸資産 ※3  9,728 ※3  8,139

繰延税金資産 1,999 1,969

その他 3,364 2,391

貸倒引当金（貸方） △240 △157

合計 369,623 365,299
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
連結貸借対照表 

(平成22年３月31日) 

負債及び純資産の部   

固定負債 190,017 174,149

社債 59,999 49,999

長期借入金 113,634 109,692

退職給付引当金 14,330 13,942

その他 2,052 514

流動負債 54,907 71,499

1年以内に期限到来の固定負債 20,722 35,640

短期借入金 3,091 5,565

コマーシャル・ペーパー 4,000 －

支払手形及び買掛金 10,479 13,330

未払税金 4,654 5,192

その他 11,959 11,771

負債合計 244,924 245,648

株主資本 123,645 117,817

資本金 7,586 7,586

資本剰余金 7,141 7,141

利益剰余金 109,189 103,357

自己株式 △272 △267

評価・換算差額等 495 796

その他有価証券評価差額金 495 796

少数株主持分 557 1,036

純資産合計 124,698 119,651

合計 369,623 365,299
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

営業収益 ※2  86,366 ※2  82,845

電気事業営業収益 81,207 79,373

その他事業営業収益 5,158 3,471

営業費用 ※1, ※2  71,997 ※1, ※2  73,120

電気事業営業費用 67,164 69,856

その他事業営業費用 4,832 3,263

営業利益 14,368 9,725

営業外収益 266 648

受取配当金 84 142

受取利息 27 26

負ののれん発生益 － 143

その他 154 335

営業外費用 2,073 2,016

支払利息 1,734 1,502

その他 339 513

四半期経常収益合計 86,632 83,494

四半期経常費用合計 74,070 75,136

経常利益 12,562 8,357

税金等調整前四半期純利益 12,562 8,357

法人税等 4,288 2,017

少数株主損益調整前四半期純利益 － 6,339

少数株主利益又は少数株主損失（△） 78 △16

四半期純利益 8,195 6,356
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【第２四半期連結会計期間】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結会計期間 
(自 平成21年７月１日 

 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成22年７月１日 
 至 平成22年９月30日) 

営業収益 ※2  49,611 ※2  47,729

電気事業営業収益 46,962 45,908

その他事業営業収益 2,648 1,820

営業費用 ※1, ※2  37,313 ※1, ※2  38,651

電気事業営業費用 34,870 36,957

その他事業営業費用 2,443 1,693

営業利益 12,297 9,078

営業外収益 106 239

受取配当金 12 25

受取利息 15 14

負ののれん発生益 － 143

その他 79 55

営業外費用 1,151 1,147

支払利息 860 749

その他 291 397

四半期経常収益合計 49,718 47,968

四半期経常費用合計 38,465 39,798

経常利益 11,252 8,170

税金等調整前四半期純利益 11,252 8,170

法人税等 3,858 2,015

少数株主損益調整前四半期純利益 － 6,154

少数株主利益又は少数株主損失（△） 44 △22

四半期純利益 7,349 6,176
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 12,562 8,357

減価償却費 11,070 10,211

固定資産除却損 282 226

退職給付引当金の増減額（△は減少） 333 387

受取利息及び受取配当金 △112 △168

支払利息 1,734 1,502

売上債権の増減額（△は増加） △2,000 △2,731

たな卸資産の増減額（△は増加） △237 △1,555

その他の流動資産の増減額（△は増加） △967 △819

その他の固定負債の増減額（△は減少） － 1,449

仕入債務の増減額（△は減少） △1,267 △2,672

その他 771 1,239

小計 22,169 15,426

利息及び配当金の受取額 112 168

利息の支払額 △1,723 △1,547

法人税等の支払額 △2,576 △3,698

営業活動によるキャッシュ・フロー 17,982 10,348

投資活動によるキャッシュ・フロー   

固定資産の取得による支出 △11,104 △12,017

固定資産の売却による収入 161 270

投融資による支出 △2,040 △26

定期預金の預入による支出 △95 △320

定期預金の払戻による収入 80 140

その他 56 △206

投資活動によるキャッシュ・フロー △12,942 △12,160

財務活動によるキャッシュ・フロー   

社債の発行による収入 － 9,966

社債の償還による支出 － △15,000

長期借入れによる収入 3,030 13,200

長期借入金の返済による支出 △11,059 △9,235

短期借入れによる収入 395 20,614

短期借入金の返済による支出 － △23,088

コマーシャル・ペーパーの発行による収入 5,000 28,000

コマーシャル・ペーパーの償還による支出 △5,000 △24,000

リース債務の返済による支出 － △17

配当金の支払額 △523 △523

少数株主への配当金の支払額 － △7

その他 △19 △4

財務活動によるキャッシュ・フロー △8,177 △95

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △3,137 △1,907

現金及び現金同等物の期首残高 14,327 11,207

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  11,189 ※1  9,299
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

  

  

   

 当第２四半期連結累計期間 

（自 平成22年４月１日 

  至 平成22年９月30日） 

会計処理基準に関する事項の変更 

  

   

  

  

  

  

  

  

   

企業結合に関する会計基準等の適用 

 当第２四半期連結会計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業

会計基準第21号 平成20年12月26日）、「連結財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）、「「研究開発費等に係

る会計基準」の一部改正」（企業会計基準第23号 平成20年12月26日）、

「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成20年12月26

日）、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号 平成20年12月

26日公表分）及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適

用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成20年12月26日）を適用して

いる。 

【表示方法の変更】

 当第２四半期連結累計期間 

（自 平成22年４月１日 

    至 平成22年９月30日）  

（四半期連結損益計算書） 

 「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用により、

当第２四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示している。 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書） 

 前第２四半期連結累計期間において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めて表示していた

「その他の固定負債の増減額」は、重要性が増加したため、当第２四半期連結累計期間では区分掲記することとし

た。なお、前第２四半期連結累計期間の「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含まれている「その

他の固定負債の増減額」は 百万円である。 

 前第２四半期連結累計期間において、「財務活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めて表示していた

「リース債務の返済による支出」は、重要性が増加したため、当第２四半期連結累計期間では区分掲記することとし

た。なお、前第２四半期連結累計期間の「財務活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含まれている「リー

ス債務の返済による支出」は 百万円である。 

 前第２四半期連結累計期間において、「財務活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めて表示していた

「少数株主への配当金の支払額」は、重要性が増加したため、当第２四半期連結累計期間では区分掲記することとし

た。なお、前第２四半期連結累計期間の「財務活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含まれている「少数

株主への配当金の支払額」は 百万円である。 

△74

△8

△7

当第２四半期連結会計期間 

（自 平成22年７月１日 

  至 平成22年９月30日）  

（四半期連結損益計算書） 

 「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用により、

当第２四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示している。   

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

  
  

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

税金費用の計算  税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税

引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税

引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算している。 

 なお、法人税等調整額は「法人税等」に含めて表示している。 
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

項目 
当第２四半期連結会計期間末

（平成22年９月30日） 
前連結会計年度末 

（平成22年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償

却累計額 

（百万円） 

 523,958

（百万円） 

 515,603

※２．固定資産の圧縮記帳  固定資産の取得価額は下記の金額だけ工

事費負担金等の受入のため圧縮記帳されて

いる。 

同左 

   （百万円） 

 24,503

（百万円） 

 24,270

※３．たな卸資産  たな卸資産の内訳は以下のとおり。 

  （百万円）

商品及び製品  192

仕掛品  772

原材料及び貯蔵品  8,763

計  9,728

 たな卸資産の内訳は以下のとおり。 

  （百万円）

商品及び製品  42

仕掛品  281

原材料及び貯蔵品  7,815

計  8,139

（四半期連結損益計算書関係）

項目 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

※１．営業費用の内訳  電気事業営業費用の内訳は、次のとおり

である。 

 電気事業営業費用の内訳は、次のとおり

である。 

  

区分 
電気事業
営業費用 
（百万円） 

左記のうち
販売費及び
一般管理費 
（百万円） 

人件費  8,503  5,176

 (うち退職
給付引当金
繰入額) 

( ) 1,055 ( ) 1,055

燃料費  22,079 －

その他  36,947  4,740

小計  67,530  9,917

相殺消去額 △365 －

合計  67,164 －

区分
電気事業 
営業費用 

（百万円） 

左記のうち
販売費及び
一般管理費 
（百万円） 

人件費  8,109  4,751

(うち退職
給付引当金
繰入額) 

( ) 753 ( ) 753

燃料費  22,568 －

その他  39,300  5,239

小計  69,979  9,991

相殺消去額  △122 －

合計  69,856 －

※２．売上高等の季節的変動  売上高等の季節的変動は、次のとおりで

ある。 

 電力需要が夏季にピークを迎えること

や、発電所の修繕工事の完了時期による影

響を受けることなどにより、四半期の業績

に季節的変動がある。 

同左 
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項目 
前第２四半期連結会計期間
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日） 

※１．営業費用の内訳  電気事業営業費用の内訳は、次のとおり

である。 

 電気事業営業費用の内訳は、次のとおり

である。 

  

区分 
電気事業
営業費用 
（百万円） 

左記のうち
販売費及び
一般管理費 
（百万円） 

人件費  4,157  2,510

 (うち退職
給付引当金
繰入額) 

( ) 527 ( ) 527

燃料費  12,533 －

その他  18,338  2,358

小計  35,029  4,869

相殺消去額 △158 －

合計  34,870 －

区分
電気事業 
営業費用 

（百万円） 

左記のうち
販売費及び
一般管理費 
（百万円） 

人件費  3,997  2,325

(うち退職
給付引当金
繰入額) 

( ) 376 ( ) 376

燃料費  13,063 －

その他  19,920  2,573

小計  36,981  4,898

相殺消去額  △23 －

合計  36,957 －

※２．売上高等の季節的変動  売上高等の季節的変動は、次のとおりで

ある。 

 電力需要が夏季にピークを迎えること

や、発電所の修繕工事の完了時期による影

響を受けることなどにより、四半期の業績

に季節的変動がある。 

同左 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成21年９月30日現在） 

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成22年９月30日現在） 

  

  （百万円）

現金及び預金  11,429

預入期間が３ヶ月を超える定期預金  △239

現金及び現金同等物  11,189

  （百万円）

現金及び預金  9,919

預入期間が３ヶ月を超える定期預金  △620

現金及び現金同等物  9,299
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当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至

平成22年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

普通株式         株 

  

２．自己株式の種類及び株式数 

普通株式           株 

  

３．配当に関する事項 

(1)配当金支払額 

  

(2)基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

間末後となるもの 

  

（株主資本等関係）

17,524,723

52,777

（決議） 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月29日 

定時株主総会 
普通株式  524  30 平成22年３月31日 平成22年６月30日 利益剰余金 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年10月28日 

取締役会 
普通株式  524  30 平成22年９月30日 平成22年12月１日 利益剰余金 
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前第２四半期連結会計期間（自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日） 

  

前第２四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業活動における業務の種類を勘案して区分している。 

  

２．各区分に属する主要な製品の名称等 

  

（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

  
電気事業

（百万円） 
建設業

（百万円） 

その他の事
業 
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高  46,962  978  1,670  49,611  ─  49,611

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高 
 48  2,622  3,619  6,291 ( )6,291  ─

計  47,010  3,601  5,290  55,902 ( )6,291  49,611

営業利益又は営業損失（△）  11,981  △26  283  12,238  58  12,297

  
電気事業

（百万円） 
建設業

（百万円） 

その他の事
業 
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高  81,207  1,583  3,574  86,366  ─  86,366

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高 
 85  4,815  7,708  12,610 ( )12,610  ─

計  81,293  6,399  11,282  98,976 ( )12,610  86,366

営業利益又は営業損失（△）  13,762  △227  595  14,131  237  14,368

事業区分 主要な製品・事業活動 

電気事業 電力供給 

建設業 電気設備工事の調査・設計・施工 

その他の事業 

電気機械器具の販売及び修理、車両及び物品リース 

電気機械設備の受託運転、電気計器の修復及び検定代弁 

土地建物の管理・売買・賃貸借及びこれらの仲介 

コンピュータに関するシステム設計・分析並びにソフトウェア開発受託と販売 

電気通信事業法に基づく電気通信事業 

データセンター事業・コンタクトセンター事業 

分散型電源によるエネルギー供給サービス 

アクティブシニアコミュニティの開発運営 
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３．会計方針の変更 

 前第２四半期連結累計期間 

 （完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更） 

   「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、請負工事に係る収

益の計上基準については、従来、主に工事完成基準を適用していたが、「工事契約に関する会計基準」（企

業会計基準第15号 平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第18号 平成19年12月27日）を第１四半期連結会計期間より適用し、第１四半期連結会計期間に着手し

た工事契約から、当第２四半期連結会計期間末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事につ

いては工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適

用している。この変更による売上高及び営業損益に与える影響は軽微である。 

  

前第２四半期連結会計期間（自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日）及び前第２四半期連結累計期間

（自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日） 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はない。 

  

前第２四半期連結会計期間（自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日）及び前第２四半期連結累計期間

（自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日） 

海外売上高がないため該当事項はない。  

  

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】
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１．報告セグメントの概要  

 当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、

取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているもので

ある。 

 当社グループは、個々の連結会社がそれぞれ事業セグメントを構成しており、そのうち事業全体の大部分を

占める「電気事業」を報告セグメントとしている。 

 「電気事業」は、沖縄県を供給区域とし、当社の発電電力に他社から受電する電力を合わせ、これをお客さ

まに供給している。 

  

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

当第２四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年９月30日）  

 （単位：百万円）

  

当第２四半期連結会計期間（自 平成22年７月１日 至 平成22年９月30日） 

 （単位：百万円）

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、配電・電気・土木・建設工事の

請負施工、電気機械設備の受託運転・保守点検などの事業を含んでいる。 

２．セグメント利益の調整額24百万円（当第２四半期連結累計期間）及び△54百万円（当第２四半期連結会計期

間）は、セグメント間取引消去である。 

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。  

  

（追加情報）  

 第1四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成

21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号

平成20年３月21日）を適用している。 

【セグメント情報】

  

  

報告セグメント   

その他 

（注）１ 

  

  

合計  

  

  

調整額 

（注）２ 

  

四半期連結 

損益計算書 

計上額 

（注）３ 
電気事業 

売上高            

（1）外部顧客に対する売上高  79,470  3,375  82,845  －  82,845

（2）セグメント間の内部売上高  
 65  15,089  15,155  △15,155  －

又は振替高  

計  79,535  18,465  98,000  △15,155  82,845

セグメント利益  9,471  230  9,701  24  9,725

  

  

報告セグメント   

その他 

（注）１ 

  

  

合計 

  

  

調整額 

（注）２ 

  

四半期連結 

損益計算書 

計上額 

（注）３ 
電気事業 

売上高            

（1）外部顧客に対する売上高  45,956  1,772  47,729  －  47,729

（2）セグメント間の内部売上高  
 33  7,420  7,453  △7,453  －

又は振替高  

計  45,990  9,192  55,183  △7,453  47,729

セグメント利益  8,969  163  9,132  △54  9,078
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１．１株当たり純資産額 

  

２．１株当たり四半期純利益 

 （注） １株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

  

 （注） １株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

  

 該当事項はない。 

  

（イ）平成22年10月28日開催の取締役会において、第39期の中間配当に関し次のとおり決議した。 

   中間配当金総額                524,158,380円 

   １株当たりの中間配当金                 30円 

   支払請求権の効力発生日及び支払開始日    平成22年12月１日 

（ロ）その他、特記すべき事項はない。 

  

（１株当たり情報）

当第２四半期連結会計期間末 
（平成22年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成22年３月31日） 

１株当たり純資産額     円 銭7,105 18 １株当たり純資産額 円 銭6,788 48

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

１株当たり四半期純利益 468円77銭 １株当たり四半期純利益 円 銭363 81

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載していない。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載していない。 

  
前第２四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

四半期純利益（百万円）    8,195      6,356

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（百万円）     8,195       6,356

普通株式の期中平均株式数（千株）     17,482       17,472

前第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日） 

１株当たり四半期純利益 420円40銭 １株当たり四半期純利益 円 銭353 53

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載していない。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載していない。 

  
前第２四半期連結会計期間
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日） 

四半期純利益（百万円）    7,349      6,176

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（百万円）     7,349       6,176

普通株式の期中平均株式数（千株）     17,482       17,472

（重要な後発事象）

2【その他】

2010/11/10 17:08:0110687770_第２四半期報告書_20101110170739

- 23 -



 該当事項なし。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

        平成２１年１１月１０日

沖縄電力株式会社     

  取締役会 御中   

  有限責任監査法人トーマツ   

  
指定有限責任社員 

業務執行社員 
  公認会計士 向    眞 生  印 

  
指定有限責任社員 

業務執行社員 
  公認会計士 永 田    立  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている沖縄電力株式

会社の平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成２１年７月１

日から平成２１年９月３０日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成２１年４月１日から平成２１年９月３０日まで）

に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロ

ー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、沖縄電力株式会社及び連結子会社の平成２１年９月３０日現在の財政

状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計

期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

  

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

        平成２２年１１月９日

沖縄電力株式会社     

  取締役会 御中   

  有限責任監査法人トーマツ   

  
指定有限責任社員 

業務執行社員 
  公認会計士 向    眞 生  印 

  
指定有限責任社員 

業務執行社員 
  公認会計士 永 田    立  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている沖縄電力株式

会社の平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成２２年７月１

日から平成２２年９月３０日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成２２年４月１日から平成２２年９月３０日まで）

に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロ

ー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、沖縄電力株式会社及び連結子会社の平成２２年９月３０日現在の財政

状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計

期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

  

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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